
協議題一覧

NO 都市名 キーワード 協議題
質問

ページ
回答案
ページ

1 仙台市 ＰＴＡ 市立学校におけるＰＴＡ事務に係る諸課題について 【議題希望】 2 4

2 静岡市 地域学校協働活動
地域学校協働活動推進員等の人材の確保について
（別紙調査票あり【様式1-2】）

6 7

3 浜松市 地域学校協働活動 地域学校協働活動について 9 10

4 堺市 地域学校協働活動 各自治体における地域学校協働本部への対応について 11 12

千葉市 公民館 民間企業等による公民館活用事例について 13 16

熊本市 公民館 公民館における社会教育法第23条第１項第１号の解釈について 15 16

6 大阪市 公民館
社会教育(生涯学習)施設の利用状況及び
アフターコロナの利用回復・促進に向けた取組について

17 18

7 岡山市 公民館 公民館の事業方針と進行管理について 19 20

8 札幌市
学校施設地域開放

・読書活動
学校と地域が連携した子どもの読書活動推進のための取組について 39 40

9 京都市１ 学校施設地域開放
学校施設開放事業における、学校や地域での管理運営以外の
手法の導入状況について

41 42

10 横浜市 人材育成 生涯学習・社会教育関係職員の人材育成について 43 44

11 相模原市 人材育成 人材バンクについて 60 61

12 神戸市 人材育成
社会教育主事・社会教育主事補・社会教育指導員の
発令・配置状況、業務内容について

62 63

13 川崎市 ＩＣＴ 社会教育分野におけるＩＣＴ活用等の事例について 64 65

14 福岡市 ＩＣＴ
生涯学習の情報発信ツールの活用について
（別紙調査票あり【様式1-3】）

66 67

15 さいたま市 働く世代の学び 働く世代の生涯学習と、地域活動への橋渡しについて 69 70

16 新潟市 障害のある方の学び 障がい者の学びの機会の提供に向けた取組について 71 72

17 名古屋市
外国にルーツを持つ

方の学び
外国にルーツを持つ児童生徒・保護者への社会教育としての
活動支援について

73 74

18 京都市２ 資金調達 資金調達及び経費抑制に向けた工夫について 75 76

19 北九州市 家庭教育支援 家庭教育支援の取り組みについて 77 78

キーワードごとに順番を整理し、一覧にしています。
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社会教育主管課長会議及び社会教育委員連絡協議会 回答報告書 
 

回答都市名  川崎 市 
１ 仙台市 

（提出議題） 
 市立学校におけるＰＴＡ事務に係る諸課題について 
 

 
（回答） 
（１） 保護者への任意加入の説明及び手続きについて 
     川崎市ＰＴＡ連絡協議会において「ＰＴＡ活動における適正化・活性

化ガイドライン」（以下、ガイドラインという）を定めており、加入の任

意性を周知することについて記載されています。しかしながら、教育委

員会事務局宛て、強制加入に関する苦情が寄せられるなど、周知が徹底

されていない可能性があります。 
 
（２） 個人情報の取扱いについて 

ガイドラインにおいて、ＰＴＡが学校保有の個人情報の提供を受ける

場合、個人情報を取得した学校が保護者に対して目的・用途を十分説明

した上で、同意を得る必要があることが記載されています。 
 
（３） ＰＴＡ会費の徴収方法について 
     ＰＴＡ会費を学校が徴収する場合は、教育委員会事務局が定めた「川

崎市立学校におけるＰＴＡ会費の取扱等に関する要綱」に基づきＰＴＡ

からの委任を受けた上で、教材費等の学校徴収金と併せて引き落としを

行っている事例が多くあります。 
 
 ＜川崎市立学校におけるＰＴＡ会費の取扱等に関する要綱＞ 
 https://www.city.kawasaki.jp/templates/outline/880/0000140964.html 
 
（４） ＰＴＡ会費の使途について 

ＰＴＡは独立した社会教育関係団体であるため、各学校のＰＴＡ会費

の使途については把握していません。なお、本市では「公費と私費の負

担区分の基本的な考え方」を定め、学校運営（教職員の人件費、教育活

動に係る経費、施設整備・維持修繕費及び管理運営に係る経費等）に必

要な経費は、公費負担と定めています。一方、児童・生徒の所有物に係

4

（案）

https://www.city.kawasaki.jp/templates/outline/880/0000140964.html


益が児童・生徒に還元される経費、生徒の自主的活動に係る経費は、私

費負担と定めています。 
 

（回答作成課：川崎市教育委員会事務局地域教育推進課 （電話） 044-200-3565） 
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社会教育主管課長会議及び社会教育委員連絡協議会 回答報告書 
 

回答都市名  川崎 市 
２ 静岡市 

（提出議題） 
 地域学校協働活動推進員等の人材の確保について（別紙調査票あり） 
 
 

（回答） 
① 各推進員の配置状況等について、別紙調査票にて回答 

 

②推進員または次期候補者を確保するための手法や工夫など 

  地域の町内会やＰＴＡ、民生児童委員などで構成される地域教育会議とい

う地域団体で候補者を推薦する形をとっています。 

 

③各推進員を配置していることの効果・成果について、調査等を行っている場合、

その内容や結果について 

  地域学校協働活動の実施内容のみ、各推進員から報告していただいていま

す。 
 
（回答作成課：川崎市教育委員会事務局地域教育推進課 （電話） 044-200-3309） 
  

7

（案）



【静岡市】

小学校 中学校  義務教育学校 統括 推進員 統括 推進員 統括 推進員 統括 推進員 統括 推進員

1 札幌市

2 仙台市

3 さいたま市

4 千葉市

5 川崎市 114 52 4 0 71 なし
各小中学
校に１人

有 1,480円/h 国の上限を参考 未集計 全学校へ推進員を配置できるよう推進予定

6 横浜市

7 相模原市

8 新潟市

9 静岡市 83 43 0 34 83
中学校区
に１人

小学校に
１人

有 有 1,000円/ｈ 1,000円/ｈ 不明 338.69 187.19
全中学校区へ統括的な推進員を配置できるよう、増
員したい。（全小学校への配置は完了している。）

10 浜松市

11 名古屋市

12 京都市

13 大阪市

14 堺市

15 神戸市

16 岡山市

17 広島市

18 北九州市

19 福岡市

20 熊本市

※不明な項目は「不明」と記載してください。回答しにくい項目については、コメントの挿入等をしていただいても構いません。

地域学校協働活動推進員等の配置状況等について（R5.4.1時点）
令和６年度　指定都市社会教育主管課長会議及び社会教育委員連絡協議会　協議題調査票                                                　　　　　【様式1-2】

謝金単価の
根拠・考え方

今後の配置方針No.
謝金の有無 謝金単価・金額

一人あたりの年間
活動時間実績（R4）

学校数 配置人数 配置単位
政令市名

8

２　静岡市　別紙調査票
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社会教育主管課長会議及び社会教育委員連絡協議会 回答報告書 
 

回答都市名  川崎 市 
３ 浜松市 

（提出議題） 
 地域学校協働活動について 
 
 

（回答） 
(１) 地域学校協働活動と公民館との関係について(活動事例や事業例) 

   本市では、市民館（公民館）との連携事例はありません。 

 

(２) 社会教育法に基づく、地域学校協働活動推進員の設置の有無 

   地域教育コーディネーターとして設置をすすめており、令和５年度末で

約９０名の方に委嘱しています。 

 

(３) 地域学校協働本部の運営状況、課題や課題解決に向けた取組について 

   本市では、地域住民やＰＴＡ、町内会など地域で活躍する方々が集まり、

２０年以上前から地域教育会議という取組が進められており、令和２年度

から地域学校協働活動を中心的に推進する役割を担っています。 
   一方で、地域コミュニティの希薄化などの影響により、仲間集めが課題に

なっています。 
 
（回答作成課：川崎市教育委員会事務局地域教育推進課 （電話） 044-200-3309） 
 

10

（案）
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社会教育主管課長会議及び社会教育委員連絡協議会 回答報告書 
 

回答都市名  川崎 市 
４ 堺市 

（提出議題） 
 各自治体における地域学校協働本部への対応について 
 
 

（回答） 
① 地域学校協働本部（若しくは類似体）に対して業務委託を実施していますか。 
  有 
 
〔①で「有」と回答された場合にご回答ください〕 
 
② 委託項目についてご教示ください。（別添でも可） 
   地域の教育力を活かした活動を、地域住民が主体となって企画立案から

運営まで行うことを委託しています。 
 
③ １団体当たりの委託額についてご教授ください。 
   １中学校区あたり、約２０万円 
 
④ 地域住民の負担軽減や地域間の細かいニーズに対応するような取組内容が

あればご教示ください。 
   各地域の成功事例や課題解決の事例などを共有できるよう、年３回程度

の情報共有を行っています。 
 
⑤ 学校教員の負担軽減の考え方について委託内容に反映されている内容があ

ればご教示ください。 
   特にありません。 
 
（回答作成課：川崎市教育委員会事務局地域教育推進課 （電話） 044-200-3309） 
  

12

（案）
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14

千葉市　参考
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社会教育主管課長会議及び社会教育委員連絡協議会 回答報告書 
 

回答都市名  川崎 市 
５ 千葉市・熊本市 

（提出議題） 
 千葉市：民間企業等による公民館活用事例について 
熊本市：公民館における社会教育法第 23 条第１項第１号の解釈について 

 

（回答） 
１ 民間企業等による公民館活用事例 

 本市では、社会教育関係団体が入場料を徴収してコンサートを実施すること

や、催しに関連した物品の販売を実施することがありますが、民間企業が主体と

なって「公民館で実施し得る事業」として挙げられているような事業を実施した

事例はありません。 

 
２ 民間企業の公民館利用の判断基準の現状 
川崎市市民館使用規則では、「市民館内で許可なく物品の販売をしないこと。」

（第 15 条６号）と定めています。事業の内容が営利事業を援助することに結び

つくかどうか個別に判断していますが、現状の運用では、市民館における物品の

販売については、ホール（ホワイエ含む）のみとし、ホール催し物に関連する物

品に限り、事前申請の上、販売を許可しています。また、市民館の講座において、

参加費等を徴収する場合は、講師謝礼・材料費等、講座の開催に際して必要な分

のみ可としています。 

 
３ 社会教育法第 23 条の運用に係る例規・マニュアル等 

・川崎市市民館条例 

・川崎市市民館使用規則 

 

（回答作成課：川崎市教育委員会事務局生涯学習推進課 （電話）044 -200 -3304） 
  

16

（案）
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社会教育主管課長会議及び社会教育委員連絡協議会 回答報告書 
 

回答都市名  川崎 市 
６ 大阪市 

（提出議題） 
 社会教育(生涯学習)施設の利用状況及び 

アフターコロナの利用回復・促進に向けた取組について 

 

（回答） 
 （１）施設の利用率について 

（平成 30 年度～令和５年度の推移とその説明）※報告書等、別添可 

 

教育文化会館・市民館・分館施設利用率 

   年度 利用率 

平成３０年度 ５３．５％ 

令和元年度 ５３．２％ 

令和２年度 ３７．８％ 

令和３年度 ４７．３％ 

令和４年度 ４８．７％ 

令和５年度 未確定 

利用実績のある部屋数／利用可能部屋数 

※各施設の貸出部屋は、部屋ごとに１日３区分（午前・午後・夜間）に

分けた利用が可能であり、それを３部屋とカウントしています。 

 

 （２）施設の利用者等の具体的な変化について 

    各施設の利用率はコロナ前とほぼ同水準ですが、年齢分布等の詳細な

統計は取っていません。 

 

 （３）施設の利用回復に向けた取組等について 

    市民館等社会教育施設のネットワーク環境の整備を行い、ＩＣＴを活

用した学級・講座を開催しています。また、市民が学びにより得た知識等

を地域の活動で活かすことができるよう、ＩＣＴに関するボランティア

育成講座や、ＩＣＴを活用した動画作成講座等の取組を実施しています。 
 
（回答作成課：川崎市教育委員会事務局生涯学習推進課 （電話）044 -200 -3304） 
  

18

（案）
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社会教育主管課長会議及び社会教育委員連絡協議会 回答報告書 
 

回答都市名  川崎 市 
７ 岡山市 

（提出議題） 
 公民館の事業方針と進行管理について 
 
 

（回答） 
（１）公民館の基本方針・計画を策定している場合、その名称と策定年度 

  「今後の市民館・図書館のあり方」（令和２年度）、「市民館・図書館の管理・

運営の考え方」（令和４年度） 

  https://www.city.kawasaki.jp/880/page/0000115175.html 
  

（２）公民館事業の評価を行っている場合、その方法について 

   「川崎市総合計画」第３期実施計画、及びかわさき教育プラン第３期実施

計画において、事務事業の評価を実施しています（別紙及び下段のリンク参

照）。 

 

(３) 公民館事業の評価に指標を定めている場合、その内容について 

   同上（別紙及び下段のリンク参照） 

   

  川崎市総合計画 

  https://www.city.kawasaki.jp/880/page/0000153806.html 
 

  かわさき教育プラン 

https://www.city.kawasaki.jp/880/page/0000153806.html 
 
（回答作成課：川崎市教育委員会事務局生涯学習推進課 （電話）044 -200 -3304） 
  

20

（案）

https://www.city.kawasaki.jp/880/page/0000115175.html
https://www.city.kawasaki.jp/880/page/0000153806.html
https://www.city.kawasaki.jp/880/page/0000153806.html
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７　岡山市　別紙参考
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